申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

	処分名
	特別管理産業廃棄物処分業の事業範囲の変更許可

	根拠法令および条項
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律（法）　第１４条の５第１項

	所管部局課室係名
	エネルギー環境部　循環社会推進課　廃棄物対策G

	審　査　基　準
	項　　　目
	内　　　　　　　容

	
	１　許可基準
	別添審査基準のとおり。



	
	２　提出書類
	・特別管理産業廃棄物処分業の事業範囲変更許可申請書

　　　　　　　　　（法施行規則第１０条の２２第１項）

・法施行規則第１０条の２２第２項で準用する第９条の２

　第２項各号列挙の書類



	
	設定年月日　　平成　６年１０月　１日設定（平成２４年１０月　１日最終変更）

	標準処理期間
	１　月

	
	設定年月日　　平成　６年１０月　１日設定（平成１３年　４月　１日最終変更）


	特別管理産業廃棄物処分業の事業範囲の変更許可の審査基準１

	法第14条の5第2項で準用する第14条の4第10項

１　その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ継続して行うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。

　〔環境省令〕

　　○特別管理産業廃棄物の処分（埋立処分を除く）を業として行う場合

　　　（法施行規則第10条の5第1号）

　　　イ　施設に係る基準

（1） 廃油の処分を業として行う場合には、火災の発生を防止するために必要な措置が講じられた当該廃油の処分に適する焼却施設、油水分離施設その他の処理施設であって、消火器その他の消火設備及び処分する廃油の性状を分析することのできる設備を備えたものを有すること。

（2） 廃酸または廃アルカリ（シアン化合物を含むものを除く。）の処分を業として行う場合には、腐食を防止するために必要な措置が講じられた当該廃酸または廃アルカリの処分に適する中和施設その他の処理施設であって、処分する廃酸または廃アルカリの性状を分析することのできる設備を備えたものを有すること。

（3） シアン化合物を含む廃酸または廃アルカリ（特別管理産業廃棄物であるものに限る。）の処分を業として行う場合には、当該廃酸または廃アルカリの処分に適する分解施設その他の処理施設であって、処分する廃酸または廃アルカリの性状を分析することのできる設備を備えたものを有すること。

（4） 感染性産業廃棄物の処分を業として行う場合には、当該感染性産業廃棄物の処分に適する焼却施設その他の処理施設であって、当該施設に感染性産業廃棄物を衛生的に投入することができる設備その他の附帯設備を備えたもの有すること。

（5） 廃ポリ塩化ビフェニル等、ポリ塩化ビフェニル汚染物またはポリ塩化ビフェニル処理物の処分を業として行う場合には、当該廃ポリ塩化ビフェニル等、ポリ塩化ビフェニル汚染物またはポリ塩化ビフェニル処理物の処分に適する焼却施設、分解施設、洗浄施設、分離施設その他の処理施設であって、処分する廃ポリ塩化ビフェニル等、ポリ塩化ビフェニル汚染物またはポリ塩化ビフェニル処理物の性状を分析することのできる設備を備えたものを有すること。

（6） 廃石綿等の処分を業として行う場合には、当該廃石綿等の処分に適する溶融施設その他の処理施設を有すること。

（7） 水銀もしくはその化合物を含む汚泥（特別管理産業廃棄物であるものに限る。）または、当該汚泥を処分するために処理したもの（特別管理産業廃棄物であるものに限る。）の処分を業として行う場合には、当該汚泥等の処分に適するコンクリート固形化施設、ばい焼施設その他の処理施設であつて、処分する汚泥等の性状を分析することのできる設備を備えたものを有すること。




	特別管理産業廃棄物処分業の事業範囲の変更許可の審査基準２

	（８）シアン化合物を含む汚泥（特別管理産業廃棄物であるものに限る。）または当該汚泥を処分するために処理したもの（特別管理産業廃棄物であるものに限る。）の処分を業として行う場合には、当該汚泥等の処分に適するコンクリート固型化施設、分解施設その他の処理施設であって、処理する汚泥等の性状を分析することのできる設備を備えたものを有すること。

（９）汚泥（特別管理産業廃棄物であるものに限り、（７）および（８）に掲げるものを除く。）の処分を業として行う場合には、当該汚泥等の処分に適するコンクリート固形化施設、分解施設その他の処理施設であって、処分する汚泥等の性状を分析することのできる設備を備えたものを有すること。

（１０）その他の特別管理産業廃棄物の処分を業として行う場合には、当該特別管理産業廃棄物の種類に応じ、当該特別管理産業廃棄物の処分に適する処理施設であって、必要な付帯施設を備えたものを有すること。

（１１）保管施設を有する場合には、特別管理産業廃棄物が飛散し、流出し、および地下に浸透し、ならびに悪臭が発散しないように必要な措置を講じ、かつ、特別管理産業廃棄物に他の物が混入するおそれがないように仕切り等が設けられた施設であること。

ロ　申請者の能力に係る基準

　　　（１）特別管理産業廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有すること。

　　　　　（公財）日本産業廃棄物処理振興センターの講習会を受講し、修了証の交付を受けた者を当該知識および技能を有するものとみなす

　　　（２）感染性産業廃棄物および廃石綿等以外の特別管理産業廃棄物の処分に当たり必要な性状の分析を行う者が、特別管理産業廃棄物について十分な知識および技能を有すること。

　　　（３）特別管理産業廃棄物の処分を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有することが必要であり、以下の事項に留意する必要がある。

　　　　　①利益が計上できていることまたは自己資本比率が1割を超えていること（少なくとも債務超過の状態ではないこと。）

　　　　　②事業の用に供する施設について、減価償却が行われていること。

　　　　　③中間処理業者にあっては、未処理の産業廃棄物の適正な処理に要する費用が留保されていること。

　　　　　④上記を満たしていない場合には、申請に係る事業計画に沿った経営改善計画書、経営収支改善計画書、借入金明細書等の提出により経理的基礎の有無を判断する。

　　　　　　　参考　産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処理業並びに産業廃棄物処理施設の許可事務の取扱いについて

（平成12年09月29日　衛産79号）



	特別管理産業廃棄物処分業の事業範囲の変更許可の審査基準３

	· 埋立処分を業として行う場合

イ　施設に係る基準

（1） 特別管理産業廃棄物の種類に応じ、当該特別管理産業廃棄物の埋立処分に適する最終処分場であって、受け入れる特別管理産業廃棄物の量および性状を管理できる附帯設備を備えたものならびにブルドーザーその他の施設を有すること。

（2） 当該最終処分場の周縁の地下水（水面埋立処分を行う最終処分場にあつては、その周辺の水域の水）について定期的に水質検査を行うための採水ができる設備を有すること。

　　　ロ　申請者の能力に係る基準

（1） 特別管理産業廃棄物の埋立処分を的確に行うに足りる知識および技能を有すること。

（2） 感染性産業廃棄物および廃石綿等以外の特別管理産業廃棄物の埋立処分に当たり必要な性状の分析を行う者が、特別管理産業廃棄物について十分な知識および技能を有すること。

（3） 特別管理産業廃棄物の埋立処分を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有すること。

２　申請者が以下のいずれにも該当しないこと。（法第14条第5項第2号イからへ）

　※法人経営（株式会社等）の場合は、法人そのものと法人の役員等が、個人経営の場合は、個人事業主等が対象となる。

（１）成年被後見人もしくは被保佐人または破産者で復権を得ない者

（２）禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者

（３）廃棄物処理法、その他環境保全法令もしくはこれらの法令に基づく処分もしくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反し、または刑法（傷害・現場助勢・暴行・凶器準備集合および結集・脅迫・背任）、暴力行為等処罰ニ関スル法律の罪を犯し、罰金刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者

（４）重大な廃棄物処理法違反（法第25条～第27条および第32条に規定する場合）または暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律違反により禁錮以上の刑に処せられた者もしくは罰金に処せられた者、および不正または不誠実な行為をするおそれがあると認められた者で、許可を取り消され、その取消しの日から5年を経過しない者

（５）廃棄物処理法または浄化槽法に基づく許可取消しの聴聞通知があった日から、その処分を決定するまでの間に廃止届出書を提出し、5年を経過しない者。

（６）廃棄物処理業務に関し不正または不誠実な行為をするおそれがあると認められる相当の理由がある者

（７）暴力団員または暴力団員で亡くなった日から5年を経過しない者

（８）暴力団員等がその事業活動を支配する者


